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監 査 委 員 公 表 

 

島根県監査委員公表第３号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第４項の規定により実施した令和３年度会計に係る財務監査の結果に関す

る報告に基づき講じた措置について、島根県知事、島根県教育委員会教育長及び島根県公安委員会委員長から通知があっ

たので、同条第14項の規定により次のとおり公表する。 

令和５年10月31日 

島根県監査委員 高 橋 雅 彦 
      同    田 中 明 美 

   同    山 口 和 志 
   同    三 島   明 
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令和３年度会計に係る財務監査の結果に基づき講じた措置の内容 

 

指 摘 事 項 措 置 の 内 容 

(1) 収入関係事務  

① 補助金の収入事務が適当でないもの 
国庫補助金の収入に当たり、国への請求行為 

が行われず、収納状況の確認もなされなかった 
ことから、本来交付されるべき国からの国庫補 
助金額が交付されなかった。 

令和３年度生活衛生関係営業対策事業費 
補助金 
国庫補助金額 10,466,000円 

（薬事衛生課）

 職員の認識不足による不適切事案の防止のた

め、主管課が実施した研修会に参加したほか、

会計事務に関する資料を課内で共有した。 
 また、スケジュール表を作成し、複数の職員

でのチェックを行っている。 

② 調定額を誤っているもの 
県営住宅の家賃算定について、誤りがあった。 

    算定誤り期間 令和3年4月～令和3年12月 
返還額 40,096円 
外２件 

（建築住宅課）

 対象者には説明・謝罪の上、令和４年１月に

超過分を返還した。 
 家賃算定の根拠となる入居世帯の収入に係る

システム入力誤り及び審査体制の不備が要因で

あったため、再発防止として、システム操作マ

ニュアルに入力方法を明記し、複数名での審査

を徹底することとした。 
③ 収入の会計年度所属区分を誤っているもの 

随時の収入に当たる県立学校施設の利用に係 
る光熱水費等の負担金のうち３月分について、 
令和３年度に入って通知を行ったが、令和２年 
度の収入として処理をしていた。 

（令和２年度会計）（出雲工業高等学校） 
（令和２年度会計）（横田高等学校） 

４月になって金額が確定する３月分電気代、

２・３月分水道代の負担金については、実際に

通知を行う新年度の収入として処理を行うよう

に見直しを行った。（出雲工業高等学校） 
収入事務は出納局での審査が行われないこと

を再認識し、会計規則など会計関係諸例規の理

解を深めるため、出納局主催の研修や掲示板に

掲載される「出納局だより」などを積極的に活

用していくこととした。（横田高等学校） 
④ 出納機関等の収納の処理が適当でないもの 

書き損じの領収証書の本書を廃棄しているも

のが１件あった。 
（津和野高等学校）

 証明書交付手順を改訂し、書き損じの場合の

取り扱いについて記載を行った。 

⑤ 出納機関等の収入の処理が適当でないもの 
複写手数料として領収した現金について、収 

入調定が漏れているものがあった。 
領収年月日 令和3年9月14日 
収入調定漏れ金額 70円 

（図書館）

 複写手数料として領収した現金の合計金額

と、領収証等の合計金額の突き合わせをエクセ

ルの集計表を使って行っていたが、集計表の計

算式に誤りがあったため、集計表を適切なもの

に改めた上で、領収証等の合計金額との突き合 
わせを複数の職員が行うようにした。 
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(2) 支出関係事務  
① 支払の時期が遅延し、延滞金等が発生したもの 

ア 試料購入代金の支払が遅延し、遅延利息が 
 発生していた。 

納付期限 令和2年7月21日 
納付日 令和3年8月31日 
対象金額 54,472円 
遅延利息 1,500円 

（原子力安全対策課）

年度当初に年間購入量を適切に見積もり、速

やかに執行伺を作成のうえで契約を締結するこ

とで、手続きの漏れや支出未済の防止を図って

いる。また、このような手続きをとったうえ

で、係長、課長を含む複数の目で執行状況を必

ず確認している。 
 加えて、本事案をふまえ、課員各自が自己点

検を実施したうえで、適切な会計事務に資する

ことを目的とした課内研修を実施した。 
イ 国交付金に係る交付額の確定により生じた 
 国庫返還金について、納期限後に支払ったた 
 め延滞金が発生していた。 

納期限 令和4年3月24日 
納付日 令和4年4月28日 

    名 称  令和２年度国民健康保険調整 
         交付金（保健事業分）交付額 
         の確定に伴う返還金 

返還金 45,000円 
延滞金 472円 

（健康推進課）

前年度まで紙（公印有）で送付されていた国

交付金の交付額確定通知書等が、公印廃止され

メールのみで送付され、確認が遅れたことによ

り発生したため、重要書類の通知方法（紙又は

メール）の確認を徹底する。 
また、事業担当者のみではなく、予算担当者

及び課長補佐など複数でチェックするよう体制

を強化する。 
 さらに、内部統制リスク評価シートに反映さ

せ、再発防止に努める。 

ウ ネット回線サービスの月額利用料金につい

て、支払期限後に支払ったため、延滞利息が 

発生していた。 
対象元金 24,134円 
支払日 令和4年4月8日 
延滞料金 152円 
外１件 

（教育指導課）

 令和４年度からは総務事務処理特別会計での

支払いに変更したうえで、担当スタッフ間の情

報共有を徹底し、課員に対しても定期的に注意

喚起を実施することとした。 
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エ 設計業務委託料に係る源泉所得税及び復興 
 特別所得税の納付について、法定納期限後に 
 支払ったために不納付加算税及び延滞税が発 
 生していた。 

源泉所得税及び復興特別所得税 
（令和３年４月分） 461,492円 
法定納期限 令和3年5月10日 
支払日 令和3年7月 7日 
不納付加算税 23,000円 
延滞税 1,800円 

（東部県民センター雲南事務所）

 指摘のあった事項については、委託料の支払

い担当者と国税納付担当者との間で連絡が十分

行われていなかったこと、及び、歳入歳出外現

金の残高が定期的に確認されていなかったため

に発生したものである。 
 今後は、担当者間で委託料の支払情報を共有

するとともに、委託料の支払時に引き去った国

税の有無を、毎月定期的に歳入歳出外現金の残

高により確認し、指摘のあった事項と同様の事

例の発生を防止することとする。 

オ 携帯電話通信料について、支払期限を過ぎ

て支払ったため、延滞利息が発生していた。 
利用料  1,939円 
支払期限 令和3年8月 2日 
支払日 令和3年9月17日 
延滞利息  34円 
            （雲南保健所）

 定期的な支払について、支払遅延や支払漏れ

の防止を図るため、支払の進捗状況をチエック

シートに記載して見える化を行い、複数の担当

で確認を行っている。 

② 補助金等交付事務が適当でないもの 
ア 流域下水道事業補助金（企業会計への繰出

金）について、交付決定をしていなかった。 
交付申請日 令和3年3月29日 
交付申請額 548,097,000円 

イ 流域下水道事業補助金（企業会計への繰出

金）について、実績報告書が提出されていな

かった。 
交付申請日 令和3年3月29日 
交付申請額 548,097,000円 
外１件 

          （下水道推進課（一般会計）） 

一連の補助金事務を適正に行うため、作業フ

ロー図、文書の草案、チェックリストを作成し

て業務手順を確認し、チェック体制を整えた。 

(3) 財産関係事務  
道路占用料について、占有期間を誤り、又は

減免をせずに、徴収していたため還付加算金が

発生していた。 
過徴収額 140,530円 
還付加算金 2,500円 
外２件 

（松江県土整備事務所） 

道路占用許可の審査時に、申請書と一緒に占

用料金表及び減免一覧表を添付すると共に複数

の職員によるチェック体制を強化することとし

た。 
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令和３年度会計財務監査結果報告書「意見」に係る処理方針等 

 

意  見 処理方針・措置状況 

１ 財務監査の結果に関する意見 

(1) 会計事務の適正化（各執行機関、出納局） 

 

（知事部局） 

今回の監査において指摘、指示事項とした事

項の多くは、収入に関しては調定遅延や調定額

の誤り、支出に関しては支出負担行為を整理す

る時期の遅延、契約書作成方法の不備、財産管

理における行政財産使用許可台帳の不備などで

あった。 
 かねてから指摘し、注意喚起してきた事項に

ついて、今回も多くの指摘をするに至ったこと

は、担当職員への周知や事務引継の徹底ととも

に、所属における事務の適正な執行を確保する

取組みを一層進める必要があることを示してい

る。 
 ついては、各執行機関においては、令和２年

度から運用を開始した内部統制制度を有効に活

用し、会計事務の適正な執行に努められたい。 
 また、令和３年度の決算において、国への補

助金の請求行為が行われず、収納状況の確認も

なされなかったことから、本来交付されるべき

国庫補助金額が交付されなかったという事案が

あった。 
 このような事態を避けるためにも、国費等の

請求事務については、チェック体制をより強化

するなどの対策を速やかに講じられたい。 
 こうした中、職員への会計事務の習熟を図る

ため、所属独自で研修を企画、実施していると

ころや、出納局主催の会計事務研修を課内でオ

ンラインで受講できるよう取り組んでいるとこ

ろもあった。 
ついては、出納局にあっては、今後、会計事

務の知識が広く職員へ浸透するよう、例えば、

部局単位での研修機会の提供や研修動画の配信

など検討され、引き続き、きめ細かい支援に取

り組まれたい。 

 内部統制制度により、各所属においては、

日常の業務（財務に関する事務）の遂行にお

いて、リスクの把握・評価・対応・モニタリン

グからなるＰＤＣＡサイクルを継続的に繰り

返すことにより、リスク軽減に取り組んでい

る。 

 毎年度、同じサイクルで運用しながら、適

時、運用方法やマニュアルの改善を行い、効

果的な運用となるよう努めていく。 

 また、国費等の請求事務においても、同様

の事案が発生することを防止するため、内部

統制制度におけるリスク評価シートに補助金

の請求漏れに関する項目を追加し、リスクの

可視化を図るとともに、請求漏れを防ぐため

の具体的なリスク対応策を示していく。 

出納局では、テレビ会議システムを利用し

た担当者の習熟度に応じた会計事務研修会

（初任者、決裁者、実務者）の開催や、会計

検査時の指導、ヘルプデスク等での相談対応

により、担当者の会計事務処理能力の向上に

取り組んでいる。 

また、部局等で開催される独自の研修会へ

の講師派遣を行っている。 

今後、研修会のアンケート等を参考に、効

果的な研修方法を検討し、会計事務担当者の

会計事務処理の習熟度の向上に努めていく。 

 

（教育委員会） 

 内部統制制度により、各所属においては、

日常の業務（財務に関する事務）の遂行にお

いて、リスクの把握・評価・対応・モニタリン

グからなるＰＤＣＡサイクルを継続的に繰り

返すことにより、リスク軽減に取り組んでい

る。 
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 毎年度、同じサイクルで運用しながら、適

時、運用方法やマニュアルの改善を行い、効

果的な運用となるよう努めていく。 

 また、国費等の請求事務においても、同様

の事案が発生することを防止するため、内部

統制制度におけるリスク評価シートに補助金

の請求漏れに関する項目を追加し、リスクの

可視化を図るとともに、請求漏れを防ぐため

の具体的なリスク対応策を示していく。 

 

（公安委員会） 

警察では、年３回の内部監査を実施してお

り、警察本部会計課員を中心に各所属（警察

署を含む。）に赴き、財務書類の点検と、そ

の結果に基づいた指導を行っている。その中

で、収入の調定遅延や調定額の誤り、契約書

作成方法の不備、旅費支給額の誤り等が判明

しており、是正が可能なものは、速やかに措

置を講じている。 
内部監査は、リスク対応策の不備を発見す

る良い機会でもあることから、監査結果に基

づき、内部統制制度によるリスク評価シート

の更新を行うなど、速やかな改善に努めてい

る。 
国費の請求事務については、警察本部会計

課が担当しており、これまで国への補助金の

請求行為を失念するといった事案等は発生し

ていないが、対象となる請求事務を組織で共

有し、特定の職員に事務処理を任せることな

く、手続の進捗状況は組織的に管理していく。 
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(2) 物品管理の適正化（各執行機関、出納局） （知事部局） 

 物品管理の適正化については、これまでも幾

度か意見を述べてきたが、依然として使用責任

者記録簿の未出力や、廃棄、管理換え等の記載

漏れなど、必要な処理が行われていない所属が

多く見受けられた。 

 これらは、物品会計に対する担当者の意識の

低さや物品会計事務処理に対する知識の不足に

加え、組織におけるチェックや支援体制の不備

により生じていると考えられる。 

 また、今回の監査において、抽出で物品の調

査をしたところ、所在が不明である例も見受け

られた。 

 ついては、各執行機関においては、今まで以

上に必要なチェックや支援の体制を整備すると

ともに、物品に関する諸帳簿の整備を行い、物

品管理事務の適正な執行に努められたい。 

また、出納局にあっては、引き続き、会計事

務研修や会計検査の機会を利用して会計事務担

当者に対する制度の周知に努められたい。 

 物品管理の適正化について、各執行機関に

おいては、担当者や決裁者に対し、会計事務

研修の受講を推進し、物品会計事務の適切な

知識の定着を図る。 

 また、帳簿記載の物品の所在について定期

的に所在の確認を行い、年度替わりの時期に

は、担当者間における確実な引継を徹底する

ことで、物品管理事務の適正な執行に努める。 

 出納局においては、物品管理の適正化につ

いて、会計事務初任者研修や職員ポータル掲

示板により物品会計に対する担当者の意識を

高めるとともに、制度周知を徹底するなど物

品会計事務の適正化に引き続き努めていく。 

 なお、使用責任者の備品等の管理責任につ

いては、令和３年４月に会計規則等の改正を

行い、明確化したところであり、会計検査の

機会を利用し所属への指導に一層努めてい

く。 

 

（教育委員会） 

 物品管理の適正化について、各執行機関に

おいては、担当者や決裁者に対し、会計事務

研修の受講を推進し、物品会計事務の適切な

知識の定着を図る。 

 また、帳簿記載の物品の所在について定期

的に所在の確認を行い、年度替わりの時期に

は、担当者間における確実な引継を徹底する

ことで、物品管理事務の適正な執行に努める。 

 

（公安委員会） 

物品管理の適正を図るため、内部監査の機

会等を利用し、物品管理についての教養や留

意事項等の徹底を図っている。 
内部監査では、物品に関する帳簿等の点検

を実施しているが、一部の所属で物品管理票

の手入れの不備がみられたものの、全体とし

て必要な処理がなされており、適切に整備さ

れていた。 
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物品の現物点検については、会計規則に規

定する人事異動に伴う使用責任者等の引継ぎ

だけでなく、使用中の物品の損傷等の早期発

見や亡失の未然防止、使用できない物品等の

適切な処分に資することを目的として、毎年

度に１回、全庁的に一斉点検を実施している。 
点検では、物品の所在確認にとどまらず、

使用可否についても確認し、使用不可のもの

は廃棄・返納等を検討している。 
 

２ 組織及び運営の合理化に資するための意見 

(1) 内部統制制度の運用（人事課） 

 

 

 令和２年度から「財務に関する事務」を対象

に、知事部局、企業局、教育委員会及び警察本

部において内部統制制度の運用が始まった。 

 運用開始２年目となり、多くの所属では、課

内会議等で制度の意義の浸透とリスク評価シー

トの情報共有による注意喚起を図っている。 

 今後においても所属において、財務事務のリ

スクを把握し、誤謬を減らすためには、内部統

制リスク評価シートを有効活用し、事務改善に

つなげていく取組が求められる。 

ついては、内部統制制度を進めるに当たり、

各所属で見本となる取組事例があれば、全庁で

共有するなど、さらに効果的な運用となるよう

取り組まれたい。 

 

 内部統制制度について、会計事務研修など

様々な機会を捉え制度の説明を実施し、職員

の理解を高めるよう取り組んでいる。 

 また、所属にヒアリングを行い、見本とな

る取組事例について自己点検依頼の際に共有

するなど、全庁で効果的な運用となるよう取

り組んでいる。 

 引き続き、制度の浸透及び効果的な運用と

なるよう、各所属と連携、情報共有しながら

取り組んでいく。 

 

 

 

 

(2) 個人情報管理の徹底（各執行機関） （知事部局） 

県が保有する個人情報については、島根県個

人情報保護条例等（以下「条例等」という。）

に基づき管理等が行われており、その情報セキ

ュリティ対策に当たっては、島根県情報セキュ

リティポリシー等（以下「ポリシー等」という。）

に基づき運用等がなされている。 

こうした中、令和4年8月に島根県立中央病院

において、患者情報24,563人分と端末を利用す

る職員情報6,180人分が保存されている電子カ

ルテ用端末１台の所在が不明となっている事案

が公表された。 

 個人情報の管理や情報セキュリティ対策

については、各執行機関において、個人情報

保護法（島根県個人情報保護条例は令和４年

度末で廃止）や島根県情報セキュリティポリ

シー等に基づき、個人情報等の適切な取り扱

いを行うよう、研修及び周知・啓発を行い、

引き続き職員の個人情報の管理やセキュリ

ティ意識を高めるように努めるとともに、定

期的に行っている自己点検において個人情

報やセキュリティ対策に不備がないか再度

確認し、不備があった場合は、適正な取り扱

9

 号外第115号 島 根 県 報 令和５年10月31日  



 

これは、組織として個人情報を適正に管理す

る認識・管理体制が不足していたと言わざるを

得ない事案である。 

もとより病院局だけではなく、各執行機関で

は、島根県が保有する個人情報を条例等に基づ

き厳格に管理しなければならず、情報セキュリ

ティ対策に当たっては、ポリシー等に基づき適

切に措置しなければならない。 

ついては、各執行機関においては、個人情報

の管理に当たって、改めてその重要性と外部に

漏えいした場合の影響の重大性を十分に認識

し、条例等及びポリシー等を遵守し、個人情報

管理の徹底に万全を期されたい。 

いを行うように対応していく。 

（教育委員会） 

個人情報の管理や情報セキュリティ対策

については、各執行機関において、個人情報

保護法（島根県個人情報保護条例は令和４年

度末で廃止）や島根県情報セキュリティポリ

シー等に基づき、個人情報等の適切な取り扱

いを行うよう、研修及び周知・啓発を行い、

引き続き職員の個人情報の管理やセキュリ

ティ意識を高めるように努めるとともに、定

期的に行っている自己点検において個人情

報やセキュリティ対策に不備がないか再度

確認し、不備があった場合は、適正な取り扱

いを行うように対応していく。 
 

（公安委員会） 

島根県警察における個人情報の管理及び情

報セキュリティ対策は、警察本部長が制定し

た「島根県警察における個人情報等の管理に

関する訓令」、「島根県警察における情報セ

キュリティに関する訓令」等に基づき運用し

ている。 
警察が保有する個人情報は、個人の生命、

身体、財産に関するものに加え、人権にかか

わるものも多数あることから、特に漏えいリ

スクの高い電子情報について、警察署を含む

全ての所属を対象とした情報セキュリティ監

査を実施している。 
また、県警察では、毎月１日を「情報セキ

ュリティの日」と定め、所属長や各所属の情

報セキュリティ推進員等により、朝礼等の機

会を捉えて、口頭による注意喚起や資料を発

出し、教養等を実施するとともに、点検の失

念や形骸化を防止している。 
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(3)コロナ禍における事業の執行（各執行機関） （知事部局） 

 新型コロナウイルス感染拡大を受け、県では、

従来の業務に加え、国の経済対策などを活用し

て、感染症対策を始め、県内経済や社会活動を

回復させるための新たな事業への対応が必要と

なっている。 

 感染予防、拡大防止の観点から、施設の休館

や利用範囲の縮小を余儀なくされているほか、

各種会議やイベント、研修、相談会などで事業

の中止、縮小等の影響が発生している。 

 感染が長期化する中、事業の執行については、

会議やイベント、研修、相談会などは対面型か

ら書面会議への変更や、テレビ会議システムの

活用やオンラインによるＷｅｂ説明会に切り替

えることで、コロナ禍においても可能な範囲で

工夫して実施されていた。 

ついては、コロナ禍における事業の執行に当

たっては、これまでの前例にとらわれることな

く、引き続き、創意工夫して、その効果的、効

率的な執行に努められたい。 

 

 各執行機関において、新型コロナウイルス

感染症への対応を行いながら事業を執行す

るため、会議やイベントにおけるテレビ会議

システムや動画配信の活用など執行方法を

工夫している。 

 一方、より効果的な事業とするため、感染

症対策を講じた上で、対面型の事業も行って

いる。 

 引き続き、コロナ禍における効果的、効率

的な業務を執行するとともに、収束後におい

ても、本来業務の改善の取組として、オンラ

イン等を活用するなど効果的な業務改善に

取り組んでいく。 

 

（教育委員会） 

 各執行機関において、新型コロナウイルス

感染症への対応を行いながら事業を執行す

るため、会議やイベントにおけるテレビ会議

システムや動画配信の活用など執行方法を

工夫している。 

 一方、より効果的な事業とするため、感染

症対策を講じた上で、対面型の事業も行って

いる。 

引き続き、コロナ禍における効果的、効率

的な業務を執行するとともに、収束後におい

ても、本来業務の改善の取組として、オンラ

イン等を活用するなど効果的な業務改善に

取り組んでいく。 

 

（公安委員会） 

令和４年度は７月から９月までにかけて新

型コロナウイルス感染第７波が到来した中、

職員の感染防止対策に万全を期し、業務を中

断することなく、治安を維持していくことが

重要であったことから、令和４年 11 月、県警

察として４回目の職域接種を実施した。また、

従来実施してきた執務室の飛沫感染防止のた

めのアクリル板パーテーションの設置、職員

11

 号外第115号 島 根 県 報 令和５年10月31日  



 

のマスク着用を現在に至るまで継続してい

る。 
これまで、感染防止対策のために中止、休

止、延期及び縮小等を余儀なくされた各種警

察活動や各種行事は、現時点においてコロナ

禍前の状況に戻りつつある。一方で、勤務公

署からの移動を伴わずに参加できる効率性

等も考慮し、引き続きオンラインによる開催

を選択するなど、今後も固定観念にとらわれ

ることなく、工夫を凝らして事業を執行して

いくこととしている。 
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島根県監査委員公表第４号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定により実施した令和４年度財政的援助団体等監査の結果に基

づき講じた措置について、島根県知事から通知があったので、同条第14項の規定により次のとおり公表する。 

令和５年10月31日 

島根県監査委員  高 橋 雅 彦 

   同     田 中 明 美 

   同       山 口 和 志 

   同         三 島   明 
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令和４年度財政的援助団体等監査の結果に基づき講じた措置の内容 

 
監 査 結 果 措 置 の 内 容 

Ⅰ 総括 

１ 改善等を要する事項 

⑴ 指摘事項 

① 指定管理施設の利用料金の設定が適当で

ないもの 

島根県芸術文化センター（グラントワ）の

利用料金の設定にあたり、料金の算出処理に

誤りがあり、条例で定める範囲を超えた料金

設定を行っているものがあった。 

 

 
 
 
 ① 指定管理施設の利用料金の設定が適当で

ないもの 

（（公財）しまね文化振興財団） 

県の承認を受け、遡って利用料金を改正し

た。また、過徴収の対象及び金額を特定の

上、返金事務手続きを進めている。 

今後、料金の改定時には、改定料金が条例

に合致しているか、計算が合っているかな

ど、チェックリストを作成し、複数の担当者

でチェックを行う。 
また、県と日頃から連絡・調整等を密にし

細心の注意を払って運営に取り組むよう努め

る。 

 
② 指定管理施設の利用料金の設定に係る承

認手続きが適当でないもの 

島根県芸術文化センターの利用料金の設定

にあたり、団体から提出された利用料金の確

認が不十分であり、条例で定める範囲を超え

て設定された料金設定を承認していた。 

 ② 指定管理施設の利用料金の設定に係る承

認手続きが適当でないもの 

（文化国際課） 

財団からの協議を受け、遡って利用料金の

改正を承認した。 
今後、料金の改定時には、改定料金が条例

に合致しているか、計算が合っているかな

ど、チェックリストを作成し、複数の担当者

でチェックを行う。 
また、指定管理者と日頃から連絡・調整等

を密にし、施設の運営、事業の実施状況や課

題等を把握するよう努める。 
 

２ 意見 

⑴ 指定管理者制度導入施設 

ア 施設・設備等の老朽化への対応 

今回監査を行った指定管理者制度導入施設

の中には、開館から長年が経過し、施設・設

備の大規模修繕や更新等が必要な時期となっ

ているものがあった。 

 
⑴ 指定管理者制度導入施設 

ア 施設・設備等の老朽化への対応 

（該当所管課、人事課、財政課、管財課） 
大規模修繕等については、施設の運営に影

響を与えることから、事前に指定管理者や施

設所管課と協議し、実施時期や工事の内容、
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現在、県が所有する施設については、定期

点検や劣化度調査の結果に基づき施設ごとに

作成された「第２次維持保全計画（令和２～

６年度）」に沿って計画的に修繕工事等が行

われることになっているが、指定管理者から

は、「貸館やイベント開催など数年先の計画

を立てて事業運営する必要があり、修繕工事

等の内容や時期によってはその運営に影響を

与える可能性があることから、工事の規模や

期間等を早期に示してほしい」との意見が聞

かれた。 
ついては、指定管理者制度導入施設の大規

模修繕等にあたっては、引き続き指定管理者

と十分な協議・調整を行うとともに、工事の

内容等が施設運営に与える影響を考慮し、令

和７年度以降の修繕工事等についても早期に

見通しを示すなど、十分に配慮されたい。 
 

方法について調整を行った上で実施してきた

ところである。 

また、指定管理料の増減が必要な場合は、

調整を行っている。 

今後行う修繕工事等についても、工事の内

容等が施設運営に与える影響を考慮し、早期

に指定管理者や施設所管課と協議を行う。 

 イ 著しい物価変動への対応 

指定管理業務に関するリスク分担について

は、基本協定書の「リスク分担表」で定めら

れており、物価変動に伴う経費の増について

は、指定管理者が負担することとされてい

る。 

今回監査を行った施設の指定管理者から

は、「昨今の急激なエネルギー価格の高騰や

最低賃金の大幅な引き上げなどは許容できる

範囲を超えており、このままでは利用者サー

ビスの低下や安定的な施設運営が困難になる

ことが懸念される」との意見が聞かれた。 

エネルギー価格の高騰については、その影

響額を調査し、光熱費の高騰分を指定管理料

に反映させるといった対応がとられるようで

あるが、最低賃金の大幅な引き上げによる人

件費や委託経費の増加など、社会情勢の変化

による物価変動が施設運営に与える影響は引

き続き懸念されるところである。 

ついては、著しい物価変動により施設運営

に支障が生じないよう、指定管理者との十分

な協議を行い、適切に対応されたい。 

 

 

 イ 著しい物価変動への対応 

（該当所管課、人事課、財政課） 

原油価格・物価高騰による光熱費の上昇

を、基本協定書に定める不可抗力の発生とし

て取り扱うこととし、令和４年度の指定管理

料の調整を行ったところ。 
引き続き、著しい物価変動により施設の運

営に支障が生じることのないよう、所管課の

意見も聞きながら把握に努め、適切な制度運

用に活かしていく。 
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⑵ 観光情報の発信と公の施設の利活用 

新型コロナウイルス感染症の影響が長引く

中において、島根県観光連盟や石見観光振興

協議会では、ＷＥＢメディアを活用した情報

発信の強化や教育旅行等新たな市場の開拓な

ど、コロナ禍を機に変化した観光に対応する

ための取組が行われていた。 

また、公の施設においては、利用者が安心

して施設を利用できるよう、コロナの感染予

防対策に取り組んでいたほか、施設改修や新

たな企画展の開催等により魅力を向上させ、

落ち込んだ需要の回復・拡大を図る努力を続

けていた。 

こうした各団体の努力や、行政が実施する

観光需要喚起策等もあり、令和４年度におい

ては、一定程度、需要の回復が見られる一方

で、移動制限の解除を受け、令和３年度に多

くあった県内の学校の修学旅行先としての需

要は減ってきているという意見も聞かれた。 

県民にとって、県内のこれまで行ったこと

のない地域や施設を訪れたことは、各地域の

魅力を再認識する良い機会となっていたこと

から、高まった県内旅行の流れを継続させる

ことも重要である。 

そのためには、対象とする年齢層などター

ゲットに応じた情報発信を行うとともに、県

内など比較的近い地域から繰り返し訪れるよ

うな仕掛けづくりや、遠足や総合学習等子ど

もたちの学びの場としての活用も求められ

る。 

ついては、（公社）島根県観光連盟、石見

観光振興協議会及び該当所管課においては、

出雲・石見・隠岐間の旅行や交流を促すよう

な取組を念頭に、効果的な情報発信に取り組

まれたい。 

また、指定管理者及び該当所管課において

は、各施設の特徴を活かし多くの県民が繰り

返し訪れたいと思えるような施設となるよ

う、引き続き取り組まれたい。 

⑵ 観光情報の発信と公の施設の利活用 

（（公社）島根県観光連盟、石見観光振興協

議会、観光振興課） 

各地域の観光的な魅力については、県政広

報等を活用し、引き続き県民に向け情報発信

していく。 

また、県内各地域の修学旅行先としての魅

力を紹介する教育旅行素材集を、県外だけで

なく県内の学校へも配布するとともに、助成

制度について、令和５年度より、県内の学校

が県内で修学旅行を実施する場合も助成対象

とした。 

また、平成２７年度から実施している石見

周遊スタンプラリー「いわみくるり」は県内

在住者の利用率も高く、県東部から西部への

流入にも一定の成果を上げているため、引き

続き「いわみくるり」を通じた情報発信を行

っていく。 

 

（（公財）しまね海洋館、しまね暮らし推進

課） 

引き続き、テレビＣＭや地元情報紙などに

よる広報のほか、即時性の高いＳＮＳやＶＲ

を活用したwebコンテンツなどによる情報発信

に取り組む。 
また、展示・パフォーマンス等の内容進化

を図るとともに、年間を通じた季節ごとのテ

ーマ型イベントなどを実施し、年間パスポー

トによるリピート客の拡大や学校教育を含め

た県内地域及び近県からの利用促進につなげ

ていくほか、地元事業者等と連携したアクア

スマルシェでの来館者へ地域産品やグルメを

紹介する機会の提供、JRと連携した子育て世

代向け体験ツアーの実施、周辺自治体等と連

携したシニア層向け健康コンテンツの企画・

開発を行うなど、様々な年代が楽しむことの

できる新たな魅力の創出に向けた取組を行っ

ていく。 
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（（公財）しまね文化振興財団、文化国際

課、文化財課） 

＜交流を促す取組＞ 

島根県民会館及び島根県芸術文化センター

「グラントワ」では、県内の伝統芸能を紹介

する「しまね伝統芸能祭」や、公立文化施設

と連携し「益田糸操り人形」「石見神楽」と

いった石見地域の伝統芸能を県東部や隠岐で

公演したり、「安来節」等の県東部の伝統芸

能を県西部で公演するなど、県民が自分の住

んでいる地域外の文化に触れる機会を設けて

おり、今後も企画していく。 
＜情報発信＞ 

しまねバーチャルミュージアムやしまねキ

ャッチナビといったWEBサイトを通して県域

の文化情報を発信している。 
＜各施設の特徴を活かした取り組み＞ 

５４年の歴史を持つ島根県民会館では、県

民文化活動の拠点として幅広い県民が参加で

きる事業に引き続き取り組む。 
芸術文化センターでは、美術館と劇場の複

合施設という特性を生かした事業を展開する

ほか、石見地域の伝統芸能や文化活動の発信

に引き続き努める。 
八雲立つ風土記の丘は、展示学習館をセン

ターとし、古代出雲を代表する周辺史跡を訪

れてもらう取組を引き続き進めるほか、歴史

学習に活かすことのできる体験プログラムも

提供する。 
 

（（公財）しまね自然と環境財団、自然環境

課） 

令和元年以降、三瓶自然館では常設展示の

リニューアルやビジュアルドームの鑑賞環境

向上を実施するとともに、三瓶小豆原埋没林

公園では展示・ガイダンス機能の充実を図る

など施設の魅力・利用向上に資する整備を行

っており、引き続きこれらを充分に活かした

取組を行っていく。 
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Ⅱ 個別 

１ 一畑電車沿線地域対策協議会 

（所管課：交通対策課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 一畑電車への支援 

一畑電車沿線地域対策協議会は、平成１８

年度以降、インフラ所有権を移転しない上下

分離方式に基づき施設整備の支援を行ってき

た。 
また、平成２３年度からは「一畑電車支援

計画（平成２３～令和２年度）」に基づき、

新型車両の導入など鉄道施設（線路・電路・

車両）の整備に係る支援や、定期券の購入助

成など利用促進に対する支援等を行ってき

た。 
令和３年度からは、これまでの取組の検証

結果等を踏まえ、支援対象を長期サイクルで

の大規模投資を要するものに特化した「一畑

電車支援計画（令和３～７年度）」を策定

し、支援を継続しているところである。 
一畑電車の年間利用者は、これまでの取組

や一畑電車（株）の利用促進に係る取組など

により、令和元年度は約１４５万人を記録し

たが、令和２年度以降、新型コロナウイルス

感染症の影響により、観光等での利用者を中

心に減少がみられる。 
ついては、令和３年度からの支援計画に基

づき、一畑電車に対し引き続き計画的な支援

を行い、安全性や利便性の向上、乗り心地や

輸送効率の改善等を図るとともに、一畑電車

（株）や沿線自治体等とより一層の連携を図

りながら、効果的な事業の実施に努められた

い。 
 

 
 
 
 
 
① 一畑電車への支援 

一畑電車沿線地域対策協議会では、「一畑電

車支援計画」に基づき支援を行っているが、今

後、予定している新型車両の導入について、昨

今の物価高騰の影響により部材価格も高騰し、

調達納期も長期化の見通しであることから、協

議会を構成する県、松江市及び出雲市と、一畑

電車(株)で協議し、令和５年１月に支援額の増

額と車両導入時期を延長する計画変更を行った

ところである。 
  これからも、地域の公共交通確保のため、

沿線自治体や一畑電車(株)と一層の連携を図り

ながら、引き続き計画的に、効果的な事業とな

るよう取組を推進していく。 
 

２ （公財）しまね文化振興財団 

（所管課：文化国際課、文化財課） 

⑴ 団体 

【改善等を要する事項】 

① 指定管理施設の利用料金の設定が適当でな

いもの 

 
 
 
 
① 指定管理施設の利用料金の設定が適当でな

いもの 
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島根県芸術文化センターの利用料金の設定

にあたり、料金の算出処理に誤りがあり、条

例で定める範囲を超えた料金設定を行ってい

るものがあった。 
 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり]  

【意見】 

① 利用料金の適切な設定 

今後は団体が管理する指定管理施設の利用

料金の設定を適切に行われたい。 

 

 
① 利用料金の適切な設定 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり] 
 

② 石見地域における文化芸術振興 

島根県芸術文化センターは、平成１７年１

０月の開館以来、美術や音楽、演劇など質の

高い文化芸術の鑑賞機会を提供してきたが、

令和３年１１月から耐震改修工事のため大ホ

ールと小ホールが休館となっている。 
団体では、ホール休館期間が地域の文化的

空白期間とならないよう、この機会に石見地

域の市町ホールや学校等と連携し、当該市町

で公演を開催するなど、地域における鑑賞機

会の創出に取り組んでいる。 
ついては、こうした取組を通して把握した

地域のニーズや、関係機関等とのネットワー

クを活かし、令和５年５月予定の再開館後も

石見地域の文化芸術拠点として、引き続き文

化芸術の振興に努められたい。 
 

② 石見地域における文化芸術振興 

再開館後は、鑑賞事業を中心としたホール

事業を積極的に展開し、改めて文化拠点であ

るグラントワの魅力の発信と、石見地域の文

化芸術体験機会の拡充に取り組む。 
また、休館中に取り組んだ地域連携事業を

通して把握したニーズや当事業で深めた各地

の文化施設や行政・教育機関、民間団体との

繋がりを活かし、石見地域の文化芸術拠点と

して、引き続き文化芸術の振興に努める。 

⑵ 所管課（文化国際課） 

【改善等を要する事項】 

① 指定管理施設の利用料金の設定に係る承認

手続きが適当でないもの 

島根県芸術文化センターの利用料金の設定

にあたり、団体から提出された利用料金の確

認が不十分であり、条例で定める範囲を超え

て設定された利用料金を承認していた。 
 
 

 
 
① 指定管理施設の利用料金の設定に係る承認

手続きが適当でないもの 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり] 
 

【意見】 

① 利用料金の設定に係る適切な承認手続き 

今後は指定管理施設の利用料金の承認手続き

を適切に行われたい。 

 
① 利用料金の設定に係る適切な承認手続き 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり] 
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３ （公財）島根県障害者スポーツ協会 

（所管課：スポーツ振興課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 島根かみあり全スポの開催に向けた機運醸

成と諸準備 

島根県障害者スポーツ協会は、障がい者ス

ポーツの普及・振興を図る県内の中核的な団

体である。 
現在、令和１２年に本県で開催される第２

９回全国障害者スポーツ大会（愛称：島根か

みあり全スポ）を見据えて、県障がい者スポ

ーツ大会の開催、障がい者スポーツ指導員の

養成、強化選手の育成などに取り組んでいる

が、団体からは、参加選手や指導者の確保が

十分ではない状況と聞いている。 
ついては、島根かみあり全スポの開催を契

機として、障がい者スポーツ普及の機運醸成

を図るとともに、関係機関、諸団体、県関係

課などとも十分な協議・調整の上、選手、指

導者等の養成をはじめとした諸準備に努めら

れたい。 
 
 
⑵ 所管課 

【意見】 

① 島根かみあり全スポの開催に向けた諸準備 

島根かみあり全スポの開催を契機として、

県民が障がいに対する理解を深め、障がい者

の社会参加の推進に寄与し、もって誰でも等

しく生活できる共生社会の実現が期待されて

いる。 
ついては、団体に対する意見で述べたよう

に、着実に準備作業を行う必要があり、県健

康福祉部や県教育委員会などとも連携を密に

して、島根かみあり全スポの開催に向け諸準

備に努められたい。 
 

 
 
 
 
① 島根かみあり全スポの開催に向けた機運醸

成と諸準備 

機運醸成に向けた取組として、本会が実施

する事業に係る印刷物等に、島根かみあり国

スポ・全スポのロゴマークを利用し、大会の

周知を行った。また、今後はホームページへ

の掲載も行うこととしている。 
また、障がいのある方が身近な地域で自主

的、主体的にスポーツができるよう、スポー

ツの場の提供や、日常的にスポーツを行うた

めの用具等の整備を通じて、機運の醸成や選

手の確保、養成に取り組む。 
指導者の養成については、本会が実施する

パラスポーツ指導員養成研修会等の拡充に取

り組む。 
島根かみあり全スポに向けては、選手の発

掘、育成及び指導員養成等について、計画的

に実施していく必要があり、関係機関等と連

携強化を進めるとともに、本会の体制強化も

含め県関係課と協議していく。 
 
 
① 島根かみあり全スポの開催に向けた諸準備 

  障がい者団体、競技団体、県庁関係課等を

構成員とする専門委員会を令和５年度に立ち

上げ、選手・役員の確保対策や競技会場地の

選定など、具体的な検討を進めていく。 

４ 島根県歯科技術専門学校 

（所管課：医療政策課） 

⑴ 団体 

【意見】 
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① 歯科衛生士の人材確保 

県内では、高齢化の進展に伴い、施設や在

宅での口腔ケアの需要が高まっている。 
一方、歯科診療所では、特に県西部や隠岐

地区等において歯科衛生士が不足している。 
このような状況に対応するため、本校にお

いては、「県内指定地区出身在学生支援制

度」による学生への授業料助成や、勤務歯科

衛生士や専門学校教員が高等学校で講話を行

う歯科衛生士職業紹介事業を実施するなど、

入学者の確保に努めてきた。 
さらに、本校も参画する島根県歯科衛生士

人材確保協議会においては、歯科衛生士をめ

ぐる就業状況等を踏まえ、離職防止や復職支

援に取り組んでいるところである。 
ついては、高まる需要に対応するために、

設置者たる（一社）島根県歯科医師会ととも

に、関係機関等との一層の連携を図り、歯科

衛生士の人材確保に努められたい。 
 

① 歯科衛生士の人材確保 

引き続き「県内指定地区出身在学生支援制

度」、歯科衛生士職業紹介事業を地区歯科医

師会とも連携して実施し、歯科衛生士が不足

している地域からの入学生確保に努めてい

く。 

また、以前より卒後１～３年の者へ就業状

況や労働環境についてアンケート調査を実施

している。調査結果をもとにより良い労働環

境で勤務できるよう（一社）島根県歯科医師

会と連携し、新卒者や現在歯科衛生士資格を

持っている者が歯科衛生士業務を続けていけ

るよう島根県歯科医師会会員へ離職防止や復

職支援について情報提供等を行っていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑵ 所管課 

【意見】 

① 歯科衛生士の人材確保に向けた取組に対す

る支援 

高齢化の進展に伴い、歯科衛生士に対する

需要が高まっている。 
こうした中、本校は高校訪問や歯科衛生士

職業紹介事業の実施などにより入学生の定員

確保や歯科衛生士の養成に一定の成果を上げ

ている。 
一方、本校からは、人材確保に向けて、歯

科衛生士の役割の理解や必要性に対する県民

の認知度をさらに高める必要があるという意

見も聞かれたところである。 
ついては、島根県も参画する島根県歯科衛

生士人材確保協議会において、歯科衛生士の

認知度向上を図るとともに、離職防止や復職

支援などの取組を一層充実させ、必要な人材

確保への支援に努められたい。 
 

 
 
① 歯科衛生士の人材確保に向けた取組に対す

る支援 

  県も参画する「島根県歯科衛生士人材確保

協議会」において、認知度の向上、離職防

止、復職支援の具体的な対策について検討す

るなど、人材確保に向けた対策に引き続き同

校と連携して取り組む。 
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５ （一社）しまね縁結びサポートセンター 

（所管課：子ども・子育て支援課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 関係団体等との更なる連携 

しまね縁結びサポートセンターは、結婚を

望む独身者の出会いや結婚の支援を行うこと

を目的として、縁結びボランティア「はぴ

こ」による相談・出会いの場（お見合い）の

提供や、市町村や企業等と連携した結婚支

援、有料会員制コンピューターマッチングシ

ステム「しまコ」の運用などの事業を展開し

ており、センター設立から令和３年度末まで

の成婚数の累計は４２４組となった。 
しかしながら、令和３年度末の「はぴこ」

の相談登録者数１，２５７名のうち町村の登

録者は１２３名で全体の約１０％、「しま

コ」の登録者数６０３名のうち町村の登録者

は３９名で全体の約６％と極めて少ない状況

となっている。 
こうした中、センターでは、「しまコ」に

自宅閲覧等の機能を追加し利便性の向上を図

るなど、センターへの来所が難しい中山間離

島地域の登録者増に向けた取組を行ったとこ

ろである。 
独身者の結婚の希望をかなえるためには、

センターだけではなく、行政や企業などが一

体となって啓発や出会いの場の創出等の幅広

い取組を進めることが効果的である。 
ついては、県や市町村のほか、センターの

正会員、しまね縁結びサポート企業、及びし

まね縁結び応援団等とこれまで以上に連携を

密にして、効果的な事業実施に取り組まれた

い。 
 

 

 

 

 

① 関係団体等との更なる連携 

当団体は、平成２８年度の一般社団法人設

立の際、「晩婚化、未婚化は社会全体の問題

と認識し、行政だけでは解決できない課題に

官民一体となって取り組む」ことを趣旨とし

て設立している。 
 これまでも、センターの正会員で構成され

る社員総会等において、「はぴこ」活動支援

や「しまコ」運用に係る効果的な広報等につ

いての意見をいただき、こうした意見を事業

に反映しながら取り組んでいるところであ

る。 
 また、県内全域におけるセンター利用者の

増加は、結婚を希望する独身の方の希望が叶

う環境づくりとして有効であり、「はぴこ」

や「しまコ」の広報について、各会員、理事

団体の強みを活かした取組もお願いしている

ところである。 
 加えて、令和５年度から島根県で開始され

た「結婚支援コンシェルジュ事業」におい

て、しまね縁結びサポート企業との連携を密

にし、企業の従業員の方へイベント等の情報

提供を行い、「はぴこ」や「しまコ」登録に

つながるよう、取り組んでいるところであ

る。 
 今後も関係団体と連携を密にすることで、

センターの効果的な事業実施へと繋げ、独身

の方の結婚の希望を叶えられるよう取り組ん

でいく。 
 

⑵ 所管課 

【意見】 

① しまね縁結びサポートセンターの運営支援 

団体意見で述べたように、独身者の結婚の

希望をかなえるためには、センターだけでは

なく、行政や企業などが一体となって啓発や

 
 
① しまね縁結びサポートセンターの運営支援 

  毎月の定例会等により、県とセンターの情

報共有を行い、センター事業が安定的・効果

的に実施できるよう、連携を図っていく。 
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出会いの場の創出等の幅広い取組を進めるこ

とが肝要である。 

ついては、センターが効果的な事業実施や

調整機能が発揮できるよう、今後とも運営状

況等を的確に把握し、必要な支援を行われた

い。 

 

６ （公財）しまね農業振興公社 

（所管課：農業経営課、農地整備課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 農地中間管理事業への適切な対応 

都道府県ごとに農地中間管理機構を設置

し、小規模な農地や分散している農地を集め

て、意欲ある農業者（農家や法人）に貸し出

す仲介役を担わせる制度として、平成２６年

度に創設された農地中間管理事業について

は、しまね農業振興公社が「農地中間管理機

構」として島根県から指定を受けて事業を実

施している。 

本事業によって公社管理農地は、平成２８

年度末の２，１９６．７haから令和３年度末

の６，８７０．０ha へと年々増加しており、

これらの管理に係る事務は今後とも増加して

いくことが見込まれる。 

ついては、引き続き体制整備や外部委託

等、円滑な業務の実施に向けた検討を行い、

適切な対応に努められたい。 

 

 

 

 

 
 
 
 
① 農地中間管理事業への適切な対応 

農地中間管理事業の推進については、平成

２７年度以降、現地相談員を中心に、市町

村、農業委員会、市町村公社、JAと連携を図

りながら進めてきた。 
現地相談については、平成２９年度は県内

１０地区１０名配置、平成３０年度、松江・

隠岐地区を分け、各々１名体制（計１１名）

とし、県内全ての市町村を網羅している。令

和５年度の法改正に伴い、市町村が「地域計

画及び目標地図」を作成するにあたっての協

議の場においては、当該相談員が積極的に参

画し、農業委員、最適化推進委員との情報共

有を深め、地域の担い手の確保及び農用地の

利用集積・集約化の実現に向けて積極的に事

業推進を図っていくこととしている。 
事務委託については、現在、市町村、市町

村農業公社、島根県土地改良事業団体連合会

等へ委託して実施しており、引き続き同団体

等と連携し事務委託を行うこと、更には、令

和６年度を目標に、形式的な事務手続き及び

人・農地にかかる台帳の管理業務については

外部委託を行うための事務内容の整理を現委

託先と協議し、進めることとしている。 
また、円滑な業務の実施に向け、事業担当

者による社内ミーティング及び研修会を適宜

行い、職員のモチベーションの向上を図ると

ともに、円滑な業務の改善検討を話し合い、

適切な業務実施に取り組んでいくこととして

いる。 
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② 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

中海干拓農地の売渡し等に当たっては、農

地価格を据え置くとともに、売渡支援制度や

長期貸付制度のＰＲ等、新規就農希望者や農

外企業等に対する働きかけを進めてきた。 
こうした取組により、公社取得面積２７

６．７ｈａのうち、令和３年度末の売渡済面

積は２３４．９ｈａ（８４．９％）、長期貸

付面積は３６．９ｈａ（１３．３％）とな

り、未利用地（公社管理農地）の解消も図ら

れつつある。 
ついては、貸付契約の更新時に取得を促す

など、引き続き関係機関と連携し干拓農地の

売渡しに努められたい。 
また、売渡しが困難な場合においても、引

き続き貸付等を進めることにより未利用地の

解消を図るとともに、農地の維持管理費や利

用促進に係る経費の縮減方策についても検討

されたい。 
 

② 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

令和５年４月時点で未利用農地５．１ha
（揖屋１．６ha、安来３．５ha）のうち、

３．５ha（揖屋０．５ha、安来３．０ha）に

ついては、令和５年中の長期貸付契約締結に

向けて、交渉中である。 
残る１．６ha についても、引き続き、関係

機関（県、市、農業委員会、JA）と情報交換

を行い、条件不利でも営農可能な施設園芸に

関心のある担い手への農地の斡旋等、未利用

地の解消に努めるとともに、貸付更新時に

は、農地の購入を促していく。 
また、営農資材のコスト縮減による維持管

理費の縮減にも引き続き取り組む。 
 

⑵ 所管課（農業経営課） 

【意見】 

① 農地中間管理事業への適切な対応 

公社に対する意見で述べたように、農地中

間管理事業の円滑な実施について、公社との

連携を密にして適切な対応に努められたい。 
 
 
 
 
 
 
⑶ 所管課（農地整備課） 

【意見】 

① 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

公社に対する意見で述べたように、売渡

し、貸付等による未利用地の解消、維持管理

等に係る経費の縮減について、公社との連携

を密にして適切な対応に努められたい。 
 

 
 
① 農地中間管理事業への適切な対応 

令和５年度からの国の制度改正施行によ

り、中間管理事業の案件増加が予想されるた

め、推進員等の増員（Ｒ５年度当初：事務員

１名増）により体制を強化し、農地中間管理

事業の更なる円滑化を継続検討している。 
  また、国の制度改正に伴い、新たな制度に

ついての市町村等への説明を、県・公社・農

業会議と連携して実施した。 
 
 
 
① 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

  引き続き、農業振興公社と連携し、意欲あ

る担い手への農地の斡旋等による未利用地の

解消及び営農資材のコスト縮減等による維持

管理経費の削減に取り組む。 
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島根県監査委員公表第５号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定に基づき、島根県知事から令和４年度包括外部監

査の結果に基づき講じた措置について通知があったので、同項の規定により次のとおり公表する。 

令和５年10月31日 

島根県監査委員 高 橋  雅 彦 

同        田 中  明 美 

      同        山 口 和 志 

      同        三 島   明 

令和４年度 包括外部監査結果報告書における指摘・意見について 

１ 包括外部監査の特定事件 

島根県の住宅施策に関する事務事業について 

２ 包括外部監査の結果に基づく措置等 

次のとおり 
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令和４年度包括外部監査結果の報告に基づき講じた措置の内容 

テーマ 島根県の住宅施策に関する事務事業について 

指摘事項・意見 処理方針・措置状況 

Ⅰ．総論 

【意見】 

補助金の目的の達成度を測る（効果測定）ため

の尺度・基準として適切なものを設定すべきであ

る。 

・ 補助金の効果測定のための尺度・基準として

適切なものを設定するためにはまずもって補助

金の目的が「公益上必要」であることが具体的

かつ明確になっていなければならない。 

  そもそも、地方自治法第 232 条の２は、「普通

地方公共団体は、その公益上必要がある場合に

おいては、寄附又は補助をすることができる。」

と定め、「公益上必要」な場合にのみ普通地方公

共団体が補助金を交付できることを定めてい

る。そのため、補助金の目的は「公益上必要」

であることが明記されなければならないが、こ

れが明記されない場合、当該補助金は交付すべ

きものだったのかあるいは交付により効果を上

げたのか否かを抽象的にしか把握することがで

きない。よって、補助金の目的が「公益上必要」

であることが具体的かつ明確になっていること

が重要である。 

・ 補助金の効果測定のための尺度・基準や目標

値は当該補助金の「目的」と関連性のあるもの

としなければならない。 

上記のように「公益上必要」であることを目

的に明示していたとしても、その目的に関連性

のない尺度・基準を用いては補助金の効果を適

切に測ることはできないのは当然のことであ

る。 

また、複数の補助金に共通する尺度・基準や

目標値が設定（共通利用）されている場合、「そ

のうち当該補助金によるもの」という形で常に

当該補助金との関連性を意識しておかなければ

ならない。そうでなければ、実績（目標値の達

成）が当該補助金によるものか他の補助金によ

るものか判然としないことになる。 

・ 本来、反対給付のない補助金を交付する以上、

すべての補助金について効果測定を行うべきで

ある。しかし、実際には補助金の効果測定の尺

度・基準や目標値を設定することが困難な場合

もあり、その場合には尺度・基準や目標値を定

 

（建築住宅課） 

補助事業については、「公益上必要」な目

的に関連した成果指標を設定し、指標に基づ

いた効果測定及び達成状況の把握を実施す

るとともに、達成状況等を基に事業の有効

性・効率性について検証を行うよう課内での

周知を図った。 
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めることができなくてもやむをえない。ただし、

そのような効果測定のための尺度・基準や目標

値を設定しない補助金は効果不明の補助金とな

るおそれがあるということを自覚し常にその必

要性に目を光らせておく必要がある。尺度・基

準や目標値がないのをよいことに効果不明の補

助金を漫然と存続させることがあってはならな

い。 

【意見】 

委託契約の契約方法を随意契約とする場合、そ

の随意契約理由を明確にするとともに、真に随意

契約によらなければならないのかを検討すべきで

ある。 

 「随意契約」とは、地方公共団体が競争の方法

によらないで、任意に特定の者を選定してその者

と締結する契約方法をいう。随意契約は、地方公

共団体の契約の原則である競争入札に比べ、契約

に係る手間を省略することができ、特定の能力や

信用等を有する相手先を県の意思により選定する

ことができることから、その適切な運用により効

率的に事業目的を達成することが出来るというメ

リットがある。 

一方で、随意契約は、特定の業者との間に発生

する特殊な関係から契約の透明性、公正性及び競

争性に問題が生じる可能性があるため、地方自治

法施行令は随意契約をできる場合を限定してい

る。 

今回の監査対象とした委託契約については、地

方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号「その

性質又は目的が競争入札に適しない」ことを随意

契約理由としている。 

同条項を適用する場合には、「当該業務に精通し

ている」あるいは「業務内容を熟知しており信頼

度が高い」等をもって契約先を選定することは適

当ではなく、「随意契約選定先以外の第三者に履行

させることが当該委託業務の性質上不可能である

か」が重要となる。 

（審査指導課） 

随意契約は例外的に認められるものであ

り、法令規則等に規定された要件に基づき、

契約過程の公正の確保及び適正価格の把握

に努め、適正な契約の締結を行うよう特に配

慮する必要がある。なかでも、「一者随契」

は競争を通じた妥当性の検証が期待できな

いことから、平成18年３月６日に「随意契約

取扱指針」や「随意契約についての標準的考

え方と具体的事例」を策定し慎重に検討する

よう通知している。 

会計事務研修会や職員ポータル掲示板に

より周知徹底していくとともに、会計検査に

おいて重点検査項目に位置付け指導してい

く。 

【意見】 

委託契約の相手先が再委託を行う場合には、契

約書に則り書面での承諾を行うとともに、再委託

される業務についてはその業務の妥当性等を検討

すべきである。 

 今回監査対象とした委託契約の契約書すべてに

おいて、「乙（委託契約の相手先）は、委託業務の

全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け

負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲（島

（審査指導課） 

出納局が定める標準契約書には、再委託禁

止条項を設けており、再委託を前提とする契

約であってもこの条項は必要であり、再委託

する場合には、再委託を行う合理的理由、再

委託の相手方が再委託される業務を履行す

る能力等について審査し、書面で承諾する必

要がある。 

会計事務研修会や職員ポータル掲示板に
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根県）の書面による承諾を得た場合は、この限り

でない。」とする再委託契約の禁止条項が設けられ

ている。 

この再委託禁止条項の趣旨は、いわゆる「丸投

げ」を防止することにあると考えられる。また、

責任の所在が不明確になることの防止、個人情報

の漏洩の防止のためにも再委託禁止条項は必要で

ある。 

今回の監査対象においては、再委託しているに

もかかわらず県による書面による承諾がないもの

が存在した。また、本契約の大部分が再委託とさ

れている契約も存在しており、そのような場合に

はその業務の妥当性を慎重に判断すべきである。 

より、周知徹底を図るとともに、会計検査に

おいて重点検査項目として指導していく。 

Ⅱ．各事業 

１．しまね定住推進住宅整備支援事業（新築事業）

補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

島根創生計画で掲げる U ターン・I ターンの促

進を図るという補助金の目的からすると、U・I タ

ーン後の定着も重要であるため、整備した住宅の

入居者数以外に、U・I ターン後の居住期間も尺度・

基準の一つとして設定することも検討すべきと考

える。 

 

 

 

（建築住宅課） 

移住・定住者向けの賃貸住宅は、移住・定

住施策における導入部分であり、定着にあた

っては、当該住宅に入居後、持ち家を取得し

て転居されるなども想定されるため、当該住

宅の居住期間を尺度・基準とすることは難し

い。 

このことから、尺度・基準の見直しは考え

ていない。 

【意見】目標値の妥当性 

整備した住宅の入居者数を目標値として設定し

ており、住宅の整備戸数に平均的な世帯人数 2.5

を乗じて算定しているが、近年では単身者の移住

定住者が増加しているとのことであるため、目標

値の設定が実態と乖離していると思われる。 

したがって、一律に 2.5 を乗じるのではなく、

各市町村が計画している単身者向け住宅の整備戸

数も考慮して、実態に即した目標値を設定すべき

である。 

（建築住宅課） 

御意見を参考に、市町村の動向も踏まえつ

つ、来年度予定している次期島根創生計画の

KPI 設定に向け、見直しも含めて検討する。 

【意見】その他① 

補助金交付要綱第 18 条第３項では「過去に補助

を受けた住宅の利用状況が第５条第２項第６号に

規定する事項に適合しない場合は、報告を行う年

度以降における第６条の認定は行わないものとす

る。」とされている。これは、定住推進住宅の入居

資格に合わない者が入居している場合は、市町村

が作成した定住推進住宅の供給計画は認定され

ず、補助金の全部又は一部の返還が必要になる場

合があるということである。 

県における入居状況の確認は、市町村から提出

（建築住宅課） 

膨大な補助物件全てに対して、毎回現地で

入居者に対して入居資格の確認をすること

は現実的でなく、また本事業は市町村が実施

する事業に対する補助であり、市町村が入居

に関する管理を行うことが条件であるため、

県としては、市町村からの報告によって確認

することで足りると考える。 
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される利用状況報告書により行われているが、入

居資格要件の適合性は補助金の交付や返還に影響

する重要な確認事項であるため、書類上の確認だ

けではなく、実地での確認も行うべきである。 

【意見】その他② 

令和３年７月 19 日に交付決定され、令和４年２

月３日に事業の完了検査が行われた定住推進住宅

について、補助事業完了の実績報告時に設計住宅

性能評価書の写しを添付すべきところ、当該性能

評価が未実施であったとのことである。 

 定住推進住宅に係る一定の品質が確保されてい

ることを評価することは重要であり、要綱におい

て、実績報告に添付が求められているものである

ことから、今後の再発防止を徹底することはもち

ろん、同様の事象が起きた場合に補助金の一部返

還等の対象に含めるなど、要綱の規定方法の改定

も検討すべきである。 

（建築住宅課） 

再発防止のため、交付決定通知において、

補助条件として「設計性能評価書の交付を受

けること」を明示し、事業ヒアリング等にお

いて、実施の有無を確認する。 

一部返還等の取扱について、設計性能評価

が未実施の場合は、既存の要綱の規定に基づ

いて、補助金交付前に取り消すことも可能で

あることから、要綱等に規定することは行わ

ない。 

２．しまね定住推進住宅整備支援事業（改修事業）

補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

当補助金については、補助金の目的の達成度を

測る尺度・基準は設定されていない。しかし補助

金として支給している以上、その効果を測らなけ

れば、当該補助金の目的である U ターン・I ター

ンの促進がどれくらい図られているか不明のま

ま、県費を使った補助事業が行われていることに

なる。 

したがって、各市町村との連携も密にとりなが

ら、空き家の改修戸数等に基づいた尺度・基準を

設定して効果測定をできるようにすべきである。 

 

 

（建築住宅課） 

整備した住宅の入居者数を尺度・基準とし

て設定する。 

【意見】目標値の妥当性 

尺度・基準を設定したうえで、その目標値を定

め、目標値と実績を比較してフィードバックを行

う必要がある。 

（建築住宅課） 

整備した住宅の入居者数を目標値として

設定し、フィードバックを行う。 

【意見】その他 

補助金交付要綱第 12 条第１項では「市町村長

は、この事業により取得し、又は効用の増加した

財産については、知事の承認を受けることなく補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸付し、又は担保に供してはならない。」とさ

れ、また、同条第３項では「市町村は、補助金の

交付から 10 年を経過するまでの間に、その責に帰

すべき事由によらずに、第１項の財産を補助金の

交付の目的に従い使用し、若しくは貸し付けする

ことができなくなったときは、知事がやむを得な

いと認める場合を除き、補助金の全部又は一部に

（建築住宅課） 

膨大な補助物件全てに対して、毎回現地で

入居者に対して入居資格の確認をすること

は現実的でなく、また本事業は市町村が実施

する事業に対する補助であり、市町村が入居

に関する管理を行うことが条件であるため、

県としては、市町村からの報告によって確認

することで足りると考える。 
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相当する金額を県に納付しなければならない。」と

されている。 

この点、県における定住推進住宅の使用状況の

確認は、市町村から提出される利用状況報告書に

より行われているが、入居又は利用者の要件への

適合性は補助金の交付や返還に影響する重要な確

認事項であるため、書類上の確認だけではなく、

実地での確認も行うべきである。 

３．島根県老朽危険空き家除却支援事業補助金 

【意見】その他 

特定の市町村が提出した完了実績報告書におい

て、申請者名を匿名化したり、資料上の除却に関

与した業者名称をマスキングするなどの加工をし

ているものが見受けられた。完了実績報告書提出

の趣旨は、支出の適切性について事後的に検証可

能とする点にあるところ、前記のような匿名化さ

れた記載ではかかる事後検証が困難となりかねな

いため、匿名化しない形での提出を指導すべきで

ある。 

 

（建築住宅課） 

今後は、補助申請者名等の情報を記載する

よう指導する。 

４．島根県木造住宅耐震改修等事業費補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

当補助金について、県は補助金の効果を測定す

るための尺度・基準を住宅の耐震化率としている。

当補助金の要綱上の目的が「大規模地震発生時に

予想される木造住宅の倒壊の抑制を図る」にある

以上、その目的に適合する効果測定の尺度・基準

は、最終的には「住宅の耐震化率」は適当ではあ

る。 

しかしながら、当補助金が普及啓発事業に対す

るものであるため、この尺度・基準では、補助金

の効果を測定しにくい状況となっている。補助金

を交付した結果、どのような効果が期待されるの

かということを明確にし、それを尺度・基準とす

べきである。 

 

（建築住宅課） 

住宅の耐震化率を上げることが本事業の

目的であり、この事業では、耐震改修事業に

対する補助も行っているので、次期事務事業

評価策定時においては、住宅の耐震化率を尺

度・基準に設定する考えである。 

【意見】目標値の妥当性 

補助金の効果を測定するための尺度・基準を適

切に設定したうえで、その目標値を定め、目標値

と実績を比較してフィードバックを行う必要があ

る。 

（建築住宅課） 

上記のとおり設定し、フィードバックを行

う。 

５．島根県要緊急安全確認大規模建築物耐震改修

補助事業 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

当補助金について、県は補助金の効果を測定す

るための尺度・基準を設けていない。当補助金の

要綱上の目的が「建築物の耐震化の促進」にある

以上、その目的に適合する効果測定の尺度・基準、

 

 

（建築住宅課） 

現状において 93％（残り３棟）の進捗率で

あり、引き続き耐震改修等の積極的な働きか

けを行うが、新たな目的達成の尺度・基準は

設定しない。 
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例えば「要緊急安全確認大規模建築物の耐震化率」

などを尺度・基準として設定するべきである。 

【意見】目標値の妥当性 

尺度・基準を設定したうえで、その目標値を定

め、目標値と実績を比較してフィードバックを行

う必要がある。 

（建築住宅課） 

上記のとおりであるので、フィードバック

も行わない。 

【意見】その他 

本補助金は、「消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額の確定にかかる定め」が設けられていな

い。このことは、本補助金が建築物の耐震改修を

実施する所有者等に対して補助金を交付する市町

村を補助対象としているためであり、市町村は消

費税の課税事業者ではないため特に問題はない。 

しかし、補助事業者に対して事業実施者が提出

した「耐震対策緊急促進事業に係る消費税仕入税

額控除確認書」には、「補助対象費用に係る消費税

については、控除対象仕入税額に参入しない」旨

の記載があるが、補助事業者がその根拠となる資

料をチェックしているかは不明とのことであっ

た。県が補助金を交付する相手は市町村であるた

め、県が直接事業実施者から資料を入手して確認

を実施する必要はないが、少なくとも補助事業者

が根拠資料をもってチェックしていることを確認

する必要がある。 

（建築住宅課） 

市町村が事業実施者に対しチェックして

いることを、今後、書面提出やチェックリス

トを用いるなどの方法により、確実に確認し

ていく。 

６．しまね長寿・子育て安心住宅リフォーム助成

事業費補助金 

【意見】その他 

当補助金について、資料の実査を行ったところ、

工事費の値引きについて、補助対象経費と対象外

経費のどちらについての値引きなのか資料上明ら

かでないものがあった。補助金交付額の事後チェ

ックのために、補助金算定過程で必要な書類は漏

れなく添付することを徹底する必要がある。 

 

 

（建築住宅課） 

工事費の値引きがある等補助対象が不明

確なものについては、補助対象の確認に必要

となる書類を必ず添付させるよう補助事業

を行う（一財）島根県建築住宅センターに対

して指導した。 

７．しまね長寿・子育て安心住宅リフォーム助成

事業費補助金（新型コロナウイルス感染症対策追

加分） 

【意見】その他① 

当補助金については、補助金の交付先である財

団に対して「完了検査済証」が交付されている。

この「完了検査済証」の宛先は当然財団となるは

ずだが、宛先が島根県知事となっていた。事務的

なミスであろうと推測されるが、当書類は内部的

にもチェックされているはずであり、このような

ミスを発見できる体制が構築されていないのでは

ないかという疑念が生じかねない。このようなミ

スを防止・発見するための体制を構築する必要が

 

 

 

（建築住宅課） 

再発防止に努め、今後同様の事象が発生し

ないよう確認体制を整える。 
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ある。 

【意見】その他② 

当補助金については、以下のような補助金交付

にかかる問題点が発見された。 

・ 補助金交付申請書に添付されるべき工事請負

契約書等の契約額が確認できる書類の写しがな

いもの。 

・ 実際の工事金額と異なる金額に基づき補助金

額が算定されているもの。 

この点、県は、財団からの月次の報告書及び年

間の実績報告書を受領し、実際に財団に赴いて申

込者からの提出書類に不備がないかどうかの確認

や、補助金額が適正かどうかの確認をサンプルに

より行っているとのことであった。 

確かに、すべての提出書類の確認作業を県が行

うことは非効率であり、現実的にも困難であると

考えられる。 

しかし、実際に上記のような問題点は存在して

いるため、財団への指導及びチェックを徹底し、

一件当たりの補助金が適切に算定されるよう努め

る必要がある。 

（建築住宅課） 

現在も実績報告書の確認に加えて、抜き取

りによる確認を実施しているが、以後同様の

事案が発生しないよう指導した上で、検査に

おいて無作為に抽出した複数の申請書をチ

ェックすることで、再発防止に努める。 

８．島根県耐震改修設計施工技術者登録及び木造

住宅耐震診断士登録に係る講習会に関する事務委

託 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

当委託事業については、事務事業評価シート上

の KPI（重要業績評価指標）は「公共建築物の耐震

化率」とされている。ただ、当委託事業は木造住

宅の耐震改修に係る設計施工技術者の技術力向上

を図るとともに県民に対して適切な技術者情報を

提供することを目的としている以上、民間建築物

（特に住宅）の耐震化率の向上に寄与する事業で

あると考えられる。 

よって、当委託事業を含む建築物等地震対策事

業の成果を測定する尺度としては、「公共建築物の

耐震化率」のみならず、「民間建築物の耐震化率」

も設定するべきである。 

 

 

 

（建築住宅課） 

御意見を参考の上、民間建築物の耐震化率

を新たな目的達成の尺度として次期事務事

業評価策定時において設定する。 

【意見】その他 

当委託契約について、「講習会の講師は、木造住

宅の構造技術の知識を熟知し、講習会受講対象で

ある建築士の住所、勤務地を把握している団体は

一般社団法人島根県建築士会以外にいないため」

との理由で随意契約とされている。 

確かに、随意契約は、競争に付する手間を省略

することができ、特定の能力等のある業者を選定

することができるため、その運用が適切なもので

（建築住宅課） 

講習会の運営に係る事務が円滑に実施で

きる団体は、各地域支部を有し各地域の実情

を把握している一般社団法人島根県建築士

会以外にないことから、随意契約が適切であ

る。 
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あればその目的を効率的に達成することができ

る。 

当委託契約は、複数年同一内容の契約が継続し

ており、当初の契約時から同一の相手先と随意契

約を行っている。最初から契約先を他にないとの

理由で排除せず、地方公共団体の契約における原

則である競争入札の手法の検討を行うべきであ

る。 

９．令和３年度耐震診断及び改修の啓発業務委託 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

当委託業務は、建築物等地震対策事業の施策の

一つとして、事務事業評価シート上のKPI（重要業

績評価指標）は「公共建築物の耐震化率」とされ

ている。ただ、当委託業務は耐震診断及び改修の

重要性を県民へ周知するための学習会等を開催

し、建物の耐震化を促進することで、県民の生命、

財産の安全を確保することを目的としており、そ

の内容は、技術者向け耐震改修技術普及やコンク

リートブロック塀の点検に関する技術者研修であ

るから、技術者への普及の程度を測るための何等

かの指標を設定するのが望ましい。 

 

（建築住宅課） 

御意見を参考の上、民間建築物の耐震化率

等を新たな目的達成の尺度として設定する

ことを検討する。 

【意見】その他 

当委託契約について、「優れた技能を有すること

や地域の住宅事情に精通していること、営利を目

的とせず、技術向上のための講習会等への取り組

み及び実績がある委託先が望ましく、これらを満

たす団体としては一般社団法人島根県建築士会し

かないため」との理由で随意契約とされており、

過去８年程度当該建築士会に委託している。 

確かに、随意契約は、競争に付する手間を省略

することができ、特定の能力等のある業者を選定

することができるため、その運用が適切なもので

あればその目的を効率的に達成することができ

る。 

しかし、現状のような競争性が排除されたまま

の状態は望ましくないと考えられる。 

 最初から契約先を他にないとの理由で排除せ

ず、地方公共団体の契約における原則である競争

入札の手法の検討を行うべきである。 

（建築住宅課） 

知識、建築物の実情に精通し、各地域学習

会の実施体制が整っている団体としては、県

内 11 支部を有している一般社団法人島根県

建築士会以外にないことから、随意契約が適

切である。 

10．特殊建築物等定期報告に関する事務委託 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本事業においては事業目的の達成度を測る尺

度・基準は定められていない。事業評価の観点か

らは、報告率等により指標を定めることが望まし

い。 

 

（建築住宅課） 

建築物の安全性確保の取組を推進するこ

とを目的として国が示した指針に基づき策

定した島根県建築行政マネジメント計画に

おいて報告率を目標値として定めており、こ

れにより達成度を把握していることから
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KPI を新たに設定することは考えていない。 

【意見】成果物の妥当性 

委託事務完了報告書が期限内に提出されてお

り、添付書類に提出漏れもない。 

しかし、「Ⅳ.その他（2）」記載の相談件数が「お

よそ 45 件」とされており、件数の把握が正確にな

されていない。同件数は、事務委託費算定の参考

となる指標であることを踏まえると、正確な相談

件数の把握と報告がなされることが望ましい。 

（建築住宅課） 

令和４年度より正確な相談件数の報告を

求めている。 

【意見】その他① 

当委託契約について、随意契約とされている。

確かに、随意契約は、競争に付する手間を省略す

ることができ、特定の能力等のある業者を選定す

ることができるため、その運用が適切なものであ

ればその目的を効率的に達成することができる。 

 当委託契約は、複数年同一内容の契約が継続し

ており、当初の契約時から同一の相手先と随意契

約を行っている。最初から契約先を他にないとの

理由で排除せず、地方公共団体の契約における原

則である競争入札の手法の検討を行うべきであ

る。 

（建築住宅課） 

本業務は建築基準法に基づく定期調査・検

査報告書の取りまとめ及び報告内容の指導、

安全管理に関する啓発及び研修の実施を内

容としており、当該業務を確実に履行できる

者は、県内において一般財団法人島根県建築

住宅センター以外にないことから、随意契約

が適切である。 

【意見】その他② 

委託契約書第２条において委託事務要領が別添

として契約書外の書類とされている。しかしなが

ら、契約書中には委託事務の内容が特定できる条

項がなく、前記要領が業務の方法の指示等の細目

に留まらず、委託事務の内容を特定するものとな

っており、両者は契約内容の特定の観点からは一

体として評価されるべきものである。かかる評価

を踏まえると、委託契約書のみでは債務が特定で

きず契約書としては不十分と言える。 

今後は、両者を一体として編綴する、もしくは

契約書中に委託事務の内容が特定できる条項を入

れるなどの改善がなされることが望ましい。 

（建築住宅課） 

令和５年度契約より委託事務要領を契約

書に編綴している。 

11．建築基準適合判定資格者検定受検者研修業務

事務委託 

【意見】その他 

当委託契約について、「委託者は、建築基準法に

規定する技術基準の適否について県と同等の能力

を有しており、本委託業務を行える団体は一般財

団法人島根県建築住宅センター以外にいないた

め」との理由で随意契約とされている。 

確かに、随意契約は、競争に付する手間を省略

することができ、特定の能力等のある業者を選定

することができるため、その運用が適切なもので

あればその目的を効率的に達成することができ

 

 

（建築住宅課） 

当業務は、年々難易度が高まる建築基準適

合判定資格者検定において、建築指導行政の

充実を図るため、行政職員合格者の確保に向

け必要な研修を行うものである。 

一般社団法人島根県建築住宅センターは、

建築技術者等の育成を業務目的の一つとし

て設立された法人であり、建築指導経験が豊

富な当該資格者を複数有し、当研修を効率

的、効果的に行える体制を整えている。この
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る。 

当委託契約は、複数年同一内容の契約が継続し

ており、当初の契約時から同一の相手先と随意契

約を行っている。最初から契約先を他にないとの

理由で排除せず、地方公共団体の契約における原

則である競争入札の手法の検討を行うべきであ

る。 

ような者は、県内において当該法人以外にな

いことから、随意契約が適切である。 

12．住宅施策情報提供事業業務委託 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

当委託事業については、事務事業評価シート上

の KPI（重要業績評価指標）は「島根県建築住宅セ

ンターホームページへのアクセス件数」とされて

いる。 

当委託事業は、県民に対して住宅に関する情報

提供を行うことを目的としており、この点でアク

セス件数を KPI とすることに不合理はない。 

ただし、もう一方では、建築工事における新し

い製品や工法の活用促進を図るという目的に対し

ては当該 KPI で判断できるものではないと考えら

れる。当該目的に合致する副次的な KPI の設定も

検討すべきである。 

 

（建築住宅課） 

本委託事業に含まれる建築工事における

新しい製品や工法の活用促進を図ることに

ついては、建築分野における「しまね・ハツ・

建設ブランド登録制度」の補助的業務を委託

するものであり、KPI の設定はなじまないと

考える。 

【意見】その他 

当委託契約について、「県の施策や建築に関する

知識・技能に精通し、県民向けの住宅相談等の多

様な事業を実施しているほか、事業者と行政を結

ぶ県内最大のネットワークを構築しており、県内

全域の県民に対して、幅広く総合的に提供できる

県内唯一の団体であるため」との理由で随意契約

とされている。 

確かに、随意契約は、競争に付する手間を省略

することができ、特定の能力等のある業者を選定

することができるため、その運用が適切なもので

あればその目的を効率的に達成することができ

る。 

 当委託契約は、複数年同一内容の契約が継続し

ており、当初の契約時から同一の相手先と随意契

約を行っている。最初から契約先を他にないとの

理由で排除せず、地方公共団体の契約における原

則である競争入札の手法の検討を行うべきであ

る。 

（建築住宅課） 

一般財団法人島根県建築住宅センターは、

県の施策や建築に関する知識・技能に精通

し、県民向けの住宅相談等の多様な事業を実

施しているほか、事業者と行政を結ぶ県内最

大のネットワークを構築しており、県内全域

の県民に対して、幅広く総合的に提供できる

県内唯一の団体である。よって、この団体以

外に適任はいないことから随意契約が適切

であると考える。 

13．島根県住生活基本計画等策定業務委託 

【意見】その他 

島根県住生活基本計画（島根県住宅マスタープ

ラン）は、全国計画に即し、本県の特性を踏まえ

ながら、住宅セーフティネットの構築を図りつつ、

市場重視、良質な住宅ストックの形成に向けた住

 

（建築住宅課） 

本業務は、島根県住生活基本計画を策定す

るために必要となる資料の収集・作成、会議

の運営補助等の補助的な業務を委託するも

のであり、当該計画における方針や施策等の
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宅施策を進めるものとして策定されたものであ

る。その策定過程においては、各方面の専門家を

中心に構成された「島根県住宅政策懇話会」が複

数回開催され、そこでの意見等も参考にされるも

のの、一般財団法人島根県建築住宅センターが、

分析業務等の外部への再委託も利用しながら実質

的に主体となって策定しているものである。 

 しかし、島根県住生活基本計画は、県が実施す

る住生活に関する政策の根幹をなすものであるた

め、そもそも外部に委託して策定する業務になじ

まないと考える。すなわち、まず、住生活に関す

る政策は、住宅、高齢者福祉、子育て、環境、土

木など、様々な分野に広く関係し、また、県の各

課がそれぞれの分野の実情を最も把握していて然

るべきである。 

したがって、例えば、県の住生活施策に関わる

各課を横断的に組織したマスタープラン策定チー

ム等を組織して、県が主体となって策定していく

べきと考える。これにより、当該基本計画及びそ

れに基づく各種施策に対する県としての説明責任

にもしっかり対応できるものが策定できるものと

考えられる。 

 もちろん、情報の収集やデータ分析の外部委託

の必要性は認められるが、それはあくまでも補助

的な利用にとどまるべきである。 

検討及び決定は県が主体となって実施して

いる。 

また策定にあたっては、「島根県住宅政策

懇話会」とは別に、住生活に関連する庁内各

課で組織する「庁内連絡会議」を設け、県と

しての住生活に関する政策の方針や施策、本

計画の内容について検討を行っている。 

このように、住生活基本計画の策定にあた

っては、県が主体となっていることから、各

施策に対する説明責任にも十分対応できて

いると考える。 

14．島根県営住宅（出雲市一の谷団地）法面対策

工事設計書等作成業務 

【意見】その他① 

当委託契約について、随意契約とされている。

しかし、いずれの理由についても、およそ他の事

業者に実現不能な理由とまでは言えず、最初から

他の事業者を排除するのは相当とは言えない。 

また、本事業の業務委託料算定に先立ち、受注

者のみから設計図書作成の見積を取得している点

も経済合理性の観点からは相当とは言えない。地

方公共団体の契約における原則である競争入札の

手法の検討を行うべきである。 

 

 

（建築住宅課） 

本業務は県営住宅敷地内で生じた法面崩

落の復旧工事の発注にかかる工事設計図書

の作成業務を委託するものである。 

 県営住宅の入居者及び近隣住民の安全確

保において、適切かつ迅速に対応する必要が

あり、また、公正・中立性な立場で県の執行

と同等の技術で遂行できる必要がある。住宅

供給公社は管理代行を受注し、現地の状況を

把握しており、かつ、県の執行も熟知してい

ることから、住宅供給公社との随意契約は適

切であると考える。 

【意見】その他② 

委託要領書によれば、本件の業務内容として「島

根県営住宅（出雲市一の谷団地）法面対策工事の

実施に必要な設計図書等の作成を実施するものと

する」とされている。また、同要領書によれば「２

－２．(2)設計・測量・調査・設計業務の発注」と

して、設計図書等の作成に必要な業務は受注者自

（建築住宅課） 

御意見を踏まえ、今後は①と②を分けた発

注を行うものとする。 

また、入札代行や監理業務を委託する際の

契約書は、標準業務委託契約書を用いるもの

とする。 
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らが実施するのではなく、第三者に入札等の手続

を経て発注することとされている。 

これを受け、本件においては、受注者が入札を

実施して第三者を選定して設計図書作成業務を委

託し（以下「本件第三者委託」という。）、受注者

自らは当該業者の業務監理を行っている。 

このようなスキームが採用されている点につい

て、建築住宅課の説明は以下の様なものであった。

「建築住宅課には本件のような土木工事に関する

見積や入札のノウハウがないため、本来であれば

土木総務課等に依頼する事業である。 

しかし、当時災害対応で土木総務課等は業務繁

忙で迅速に本件の対応を行うことが困難であっ

た。そこで、上記ノウハウを有する受注者から見

積を取得し、その金額を踏まえて受注者に業者選

定・発注業務や業務の管理を実施してもらう前提

で随意契約を行った。委託しているのは入札等の

手続・業務監理であり、設計業務そのものではな

いので本件第三者委託は再委託には該当しない」

という認識である。 

以上を前提に、監査人としての意見は以下のと

おりである。 

（1）再委託該当性について 

 本件においては、①設計図書作成業務、②①の

ための発注・入札や業務監理が区別され、受注者

は②のみを担当しているので、①が受注者ではな

い第三者に委託されていたとしても、再委託には

該当しないというのが担当課の認識と思われる。 

確かに、②の業務の結果として、①について県

と第三者との直接の契約が別途締結されているの

であれば、担当課の認識通り再委託には該当しな

いというべきである。 

しかし、本件では、①に要する費用相当額につ

いても本件委託契約の代金額に含まれているだけ

でなく、受注者が発注者となって第三者との設計

図書作成にかかる委託契約を締結しており、県は

その当事者となっていない。すなわち、県の立場

からすれば、あくまで契約相手方は第三者ではな

く受注者であるから、本件第三者委託は、再委託

に該当することは明らかである。 

なお、本件業務委託契約の解釈として、①その

ものは受注者への委託業務には含まれていないと

いう解釈をとる余地もないわけではない。 

しかし、その場合、①については本件業務委託

とは別に県が第三者との間で業務委託契約を締結

し、受注者ではなく当該第三者に直接委託代金を
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支払うことになっていなければならず、実態とは

大きく乖離している。したがって、実態を前提と

した契約解釈としては、前記の解釈が相当という

べきである。 

（2）再委託禁止への該当性   

本件第三者委託が再委託に該当するとした場

合、契約書第６条所定の再委託禁止条項に抵触し

ないかどうかが問題となる。 

この点、①及び②の双方が委託業務内容になっ

ていることや設計図書は作成されていないことか

らすれば、本件第三者委託は、一括再委託とはい

えず、また設計図書において指定した主たる部分

の再委託ともいえない（第６条１項参照）。 

また、本件の再委託自体は、事前に想定されて

いるものであることは明らかであるから、事前の

承諾があるものと評価でき、同条２項３項にも抵

触しないといえる。したがって、形式的には契約

書第６条に反するものとまでは言えない。 

しかし、第６条１項については、設計図書の存

在を前提とする条項となっているところ、そもそ

も設計図書の作成を業務内容とする本件において

は、かかる条項は不適当ともいえる。本件業務に

おいて、設計図書の作成業務は、業務委託料の大

部分を占める本質的に主要な業務であるとすれ

ば、実質的には「主たる部分」であることは明白

であり、本件第三者委託は、実質的には第６条１

項の趣旨に抵触するものというべきである。 

したがって、本件においては、①と②を分けて

委託契約を締結することが相当であったというべ

きである。 

また、今後②の契約を行う際には、土木設計業

務等委託契約書ではなく、入札代行や業務監理に

ついての業務委託契約書を用いるべきである。 

15．島根県営住宅（浜田市汐入団地）法面対策工

事設計書等作成業務 

【意見】その他① 

当委託契約について、「当業務を委託できる事業

者は住宅供給公社以外にいないため」との理由で

随意契約とされている。また、法面対策工事は土

木工事だが、所管する建築住宅課にはそのノウハ

ウが不足しており、ノウハウがある県の土木総務

課等は災害対応で忙しいという理由もあり、土木

のノウハウがある住宅供給公社に委託している。 

しかしながら、住宅供給公社も別の事業者にそ

の事業の大部分を委託している。確かに、随意契

約は、競争に付する手間を省略することができ、

 

 

（建築住宅課） 

本業務は県営住宅敷地内で生じた法面崩

落の復旧工事の発注にかかる工事設計図書

の作成業務を委託するものである。 

 県営住宅の入居者及び近隣住民の安全確

保において、適切かつ迅速に対応する必要が

あり、また、公正・中立性な立場で県の執行

と同等の技術で遂行できる必要もある。住宅

供給公社は管理代行を受注し、現地の状況を

把握しており、かつ、県の執行も熟知してい

ることから、住宅供給公社との随意契約は適
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特定の能力等のある業者を選定することができる

ため、その運用が適切なものであればその目的を

効率的に達成することができる。最初から契約先

を他にないとの理由で排除せず、地方公共団体の

契約における原則である競争入札の手法の検討を

行うべきである。 

切であると考える。 

【意見】その他② 

当委託契約について、住宅供給公社は指名競争

入札を行い、株式会社グランド調査開発に令和３

年度島根県営住宅（浜田市汐入団地）法面対策工

事測量調査設計業務として 22,783,200 円で業務

を委託していた。建築住宅課の説明では、住宅供

給公社への委託要領書に設計業務等の発注、委託

監理、完了検査も委託業務に含まれているため、

これは委託契約書に記載されている再委託には当

たらないとしている。 

現状、上記の理由から県は住宅供給公社に対し

て入札方法を指定せず、入札状況も把握していな

い。しかし、県としては最低限、住宅供給公社が

行った入札状況を把握しておく必要がある。 

（建築住宅課） 

御意見を踏まえ、今後は委託先の決定方法

について事前承諾し、契約結果について報告

を求めるものとする。 

16．島根県営住宅（松江市淞北台団地）歩道整備

工事設計書等作成業務 

【意見】その他① 

当委託契約について、「当業務を委託できる事業

者は住宅供給公社以外にいないため」との理由で

随意契約とされている。 

また、歩道整備工事は土木工事だが、所管する

建築住宅課にはそのノウハウが不足しており、ノ

ウハウがある県の土木総務課等は災害対応で忙し

いという理由もあり、土木のノウハウがある住宅

供給公社に委託している。 

しかしながら、後述するが住宅供給公社も別の

事業者にその事業の大部分を委託している。 

確かに、随意契約は、競争に付する手間を省略

することができ、特定の能力等のある業者を選定

することができるため、その運用が適切なもので

あればその目的を効率的に達成することができ

る。最初から契約先を他にないとの理由で排除せ

ず、地方公共団体の契約における原則である競争

入札の手法の検討を行うべきである。 

 

 

（建築住宅課） 

本業務は建替事業に当たり、周辺住民の交

通安全上、急遽必要となった歩道整備工事の

発注にかかる工事設計図書の作成を委託する

ものである。 

 建替事業のスケジュール上の制限から、緊

急的対応を要するものであり、公正・中立性

な立場で県の執行と同等の技術で遂行できる

必要がある。このことから管理代行を通じて

現地の状況を把握し、かつ、県の執行も熟知

している住宅供給公社との随意契約は適切で

あると考える。 

【意見】その他② 

当委託契約について、住宅供給公社は指名競争

入札を行い、株式会社共立エンジニヤに令和 2 年

度島根県営住宅（松江淞北台団地）歩道整備工事

測量・調査・設計業務として 30,826,400 円で業務

を委託していた。 

（建築住宅課） 

御意見を踏まえ、今後は委託先の決定方法

について事前承諾し、契約結果について報告

を求めるものとする。 
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建築住宅課の説明では、住宅供給公社への委託

要領書に設計・測量・調査等業務の発注、業務監

理、業務完了検査も委託業務に含まれているため、

これは委託契約書に記載されている再委託には当

たらないとしている。 

現状、上記の理由から県は住宅供給公社に対し

て入札方法を指定せず、入札状況も把握していな

い。 

しかしながら、県としては最低限、住宅供給公

社が行った入札状況を把握しておく必要がある。 

17．島根県営住宅の管理代行及び家賃等の収納委

託 

【指摘事項】その他① 

島根県営住宅の管理代行及び家賃等の収納委託

業務の随意契約理由は、「公営住宅法第 47 条第１

項により公営住宅の管理代行は当該事業主体以外

の地方公共団体、又は地方住宅供給公社に限られ

るが、松江市外 10 市町に建設している県営住宅を

一括して管理代行できる者は島根県住宅供給公社

が唯一のものであり、平成 29 年３月 15 日に県営

住宅の管理運営の特例について知事同意を行って

いるため」とされている。 

 確かに、管理代行については、法で定められて

いるため公社を相手方とする随意契約については

何ら問題ないと考えられる。 

 しかし、管理代行を委託できる範囲は限られて

おり、そこには収納業務は含まれていない。すな

わち、「管理代行業務」と「収納業務」は明確に区

分されており、収納業務は公社以外の他者に委託

することも可能である。 

 この点、県の随意契約理由は管理代行と収納業

務を一体のものとした理由となっており、収納業

務の随意契約理由が示されていない。このことは、

結果として地方自治法施行令第 167 条の２に反す

るものと考えられる。 

 

 

（建築住宅課） 

収納業務については、管理代行業務と一元

的に行うことが最も効率がよいため、両業務

を一体として契約している。 

御指摘を踏まえ、令和５年度の契約から

「管理代行業務」の随意契約理由に加え、「収

納業務」に関する随意契約理由を示して執行

している。 

【指摘事項】その他② 

入居率100％、すなわち新規募集を行わない県営

住宅において、収入超過者及び高額所得者が居住

しているケースが散見された。 

県としても、収入超過者には近傍同種家賃を設

定し割高な家賃を徴収し、高額所得者に対しては

近傍同種家賃を徴収したうえに明渡請求の対象と

なることを周知し、毎年ヒアリング及び指導を行

っている。 

しかし、現実として高額所得者及び収入超過者

が居住しているために真に生活に困窮している県

（建築住宅課） 

高額所得者に対してはこれまでも状況把

握を行い、適宜、指導により明け渡しを求め

ているところである。 

しかし、この度の御指摘を踏まえ、高額所

得者に対し適正・公平に対応するため、高額

所得者の明渡請求の実施に向け、基準（要領

等）の作成を行う考えである。 
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民が希望の団地に入居できないという状況が発生

していると推測される。 

島根県営住宅条例において、収入超過者は、当

該県営住宅を明け渡すように努めなければならな

い（島根県営住宅条例第31条）と規定され、高額

所得者に対しては、知事は、高額所得者に対し、

期限を定めて、当該県営住宅の明渡しを請求する

ものとする（島根県営住宅条例第32条第１項）と

規定されている。 

入居率のいかんに関わらず、県営住宅の趣旨が、

住宅に困窮する低額所得者に低廉な家賃で住居を

賃貸することにより、県民生活の安定と社会福祉

の増進に寄与することにある以上、特に高額所得

者に対しては、実際の明渡請求を行うべきである。 

【意見】その他③ 

県営住宅は、住宅に困窮する低額所得者を対象

としており、入居時はもちろんのこと、入居後も

収入申告書を提出し、収入申告を行うことになっ

ている。 

 この収入申告は、原則として世帯員全員の課税

（所得）証明書の提出が義務付けられており、例

外として未成年で未就労の入居者は当該課税（所

得）証明書の提出が不要とされている。 

 収入申告書を閲覧したところ、未成年について

課税（所得）証明書が添付されていないケースが

散見された。 

未成年でもアルバイト等の収入により所得が生

じている可能性もあるため、入居者間の公平を期

すためにも未就労であることを確認する手続きが

必要である。 

具体的には課税（所得）証明書あるいは非課税

証明書を添付するか、当該証明書を入手すること

が困難な場合には、本人にヒアリングを行うなど

の方法が考えられる。 

（建築住宅課） 

未成年でも収入がある方には課税（所得）

証明書等を提出いただいており、未成年就労

者の所得把握はできていると認識している。 

未成年者へ一律で証明書提出等を求める

ことは、入居者への負担も考慮し、行わない

考えである。 

【意見】その他④ 

県営住宅の家賃滞納者に対しては、滞納状況に

より様々な措置が講じられているところである。 

このうち、前月分以外の滞納家賃が 1 か月以上

の滞納者に対しては、必要に応じて「納付誓約書」

を提出させ、未納家賃の回収に努めている。 

この納付誓約書には、「支払期日」「支払額」「摘

要」欄が設けられているが、公社の現場管理事務

所において納付誓約書を閲覧した結果、その記載

が不十分なものが散見された。 

未納家賃の回収の実効性を確保するために、納

付誓約書に記載された未納家賃の額を「いつ支払

（建築住宅課） 

 御意見を踏まえ、納付誓約書の適正な記載

がなされるよう、管理代行者に対して必要な

周知及び指導をした。 
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うか」、「いくらずつ支払うか」、「いつ完済予定な

のか」がわかるよう記載する必要がある。 

【意見】その他⑤ 

県営住宅駐車場については、その適正な管理運

営に必要な経費として、管理代行者が駐車場の使

用を許可した自動車一台当たり月額 100 円が委託

料として各管理組合に支払われている。 

 この委託料については、「島根県営住宅駐車場管

理委託実施要領」により、各管理組合において収

入支出経理簿及び収支決算書を作成し、委託料に

不用額が生じた場合には管理代行者に返還しなけ

ればならないとされているが、現行要領が設定さ

れるまでは上記不用額を返還しないルールとなっ

ていた。 

その結果、当時の繰越額が各管理組合に残存し

ている状況である。残存している過去からの繰越

額に関する取り扱いは、現行要領上定めがないた

め、各管理組合において委託料の管理が適正に行

われるよう、県と住宅供給公社の間で協議し適正

に処理していただきたい。 

（建築住宅課） 

委託料の不用額返還を義務付けた平成24

年３月の要領改正時において、それまでの

残存繰越額については返還を要しない旨の

通知を行っているものである。 

この残存繰越額については駐車場管理組

合において適切に管理されているものと認

識しているが、御意見を踏まえ、適正管理

について再度周知を図る。 

18．島根県住宅供給公社住宅管理共同利用システ

ムの仕様変更業務委託 

【指摘事項】その他 

当委託業務は、島根県住宅供給公社が県から受

託しているが、システムの改修作業自体は A 社及

び B 社が行っていることから、再委託の関係にあ

ると考えられる。 

 この点、委託契約書第 16 条によれば、再委託を

行うには県からの書面による承諾が必要とされて

いるものの、書面による承諾はないとのことであ

り、委託契約書第 16 条に基づく書面による承諾が

必要である。 

 

 

（建築住宅課） 

御指摘のとおり書面による承諾が必要な

ことから、今後、再委託があった場合は書

面による再委託の承諾を徹底する。 

19．住宅管理システムと財務会計システムのデー

タ連係に係る業務委託 

【意見】その他 

当委託業務は、富士通株式会社から C 社に再委

託が行われている。当該再委託については、富士

通株式会社から再委託承認申請が提出され、県も

再委託承認通知で再委託を承認しており、委託契

約書第 15 条の再委託手続きとしては何ら問題は

ない。 

 しかし、当該再委託承認申請は本契約の締結日

と同日付で行われており、そもそも再委託される

ことが前提になっていると考えられる。 

 また、再委託の内容が、 

（1）Q＆A 対応、障害切り分け 

 

 

（建築住宅課） 

住宅管理システムは富士通株式会社が開

発したパッケージソフトをカスタマイズし

たものであり、当該システムの著作権は富

士通株式会社にあることから、当該委託を

契約できる事業者は富士通株式会社以外に

ない。 

よって、委託先が「富士通株式会社以外

にない」とする随意契約理由は適当である

と考える。 

なお、富士通株式会社は「軽微な修正作

業」のみならず、各業務における全体統括
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（2）作業依頼（データ修正、データ抽出） 

（3）定期報告 

とされており、本契約上の「軽微な修正作業」の

みが富士通株式会社に残されており、上記「事業

の概要」に記載した委託業務の大部分が再委託と

され、実質的には再委託先である C 社が当該委託

業務を行っているものと考えられる。 

 以上を鑑みると、C 社を本契約の委託先とする

ことも考えられ、「島根県住宅供給公社住宅管理共

同利用システムの開発運用会社である富士通株式

会社以外では、当該業務を遂行することができな

いため」という随意契約理由は適当でないと考え

られる。 

業務も行っている。 
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